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主 文

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 原告Ａ株式会社

被告が，原告Ａ株式会社に対し，平成１４年１２月２７日付けで行った別紙

１物件目録記載１の土地についての仮換地指定処分を取り消す。

２ 原告有限会社Ｂ

被告が，原告有限会社Ｂに対し，平成１４年１２月２７日付けで行った別紙

１物件目録記載２の土地についての仮換地指定処分を取り消す。

第２ 事案の概要等

１ 事案の概要

本件は 被告が 別紙１物件目録記載１ ２の土地 ２筆の土地を併せて 本， ， ， （ 「

件従前地」といい，別紙１物件目録記載１の土地を「本件従前地１ ，同目録」

記載２の土地を「本件従前地２」という ）を所有していた原告らに対し，仮。

換地指定処分をしたところ，同各処分には照応の原則違反，公平原則違反等の

， 。違法があるとして 原告らが被告に対し同各処分の取消しを求めた事案である

２ 争いのない事実等(証拠により容易に認定できる事実は，かっこ内に証拠を

示す。)

( ) 当事者1

原告Ａ株式会社（原告Ａ）は，一般土木工事，建設機械器具の製造，販売

及び賃貸等を目的とする株式会社であり，原告有限会社Ｂ（原告Ｂ）は，土

木建設工事等を目的とする有限会社である。両社は，いわゆる関連会社であ

る。

被告は，土地区画整理法に基づき埼玉県知事の認可を受けて設立された土
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地区画整理組合である。

( ) 本件仮換地指定処分に至るまでの経緯2

ア 原告Ａは，昭和６２年４月３０日，土木資材置場等に用いるため，当時

の所有者であったＣ（Ｃ）から，本件従前地を期間を昭和６３年１月３１

日までとして賃借し，昭和６３年１月２７日には，本件従前地を購入した

（甲９の１ 。なお，当時，本件従前地は市街化調整区域に指定されてい）

。 ， ， ，た Ｃは 上記売買に先立ち 本件従前地は地目が農地であったことから

（ ，これを雑種地とすることとして農地法５条の許可を受けていた 甲８の２

乙３７，３８ 。）

イ 平成元年ころ，本件従前地を含む区域が区画整理の計画区域に編入され

た（甲１３ 。）

， ， ， ，ウ 原告Ｂは 平成３年９月２日に設立されたところ 原告Ａは 平成４年

本件従前地を本件従前地１及び２の土地に分筆して，このうち本件従前地

２を，原告有限会社Ｂに売り渡した。以後，原告Ａ及び原告Ｂは，共に，

本件従前地を両社の資材置場として利用している。

また，原告Ａは，このころ，本件従前地について，水道の配管工事，照

明灯設置工事，ガスの配管工事，プレハブ管理小屋の設置工事及びプレハ

ブ管理小屋の電気，空調，電話設備工事等を行った（甲１０の１ないし１

１の３ 。）

エ 埼玉県は，平成１０年１２月２５日，本件従前地を含む区域を市街化調

整区域から市街化区域に変更するとともに，下記の土地区画整理事業（本

件土地区画整理事業）を行うことを認可した。

記

① 事業名 草加都市計画事業三郷インターＡ地区土地区画整理事業

② 施行者 被告

③ 施行面積 約８６．３ヘクタール
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④ 権利者数 約５４０人

⑤ 総事業費 約２２１．６億円（補助基本事業費約３３億円）

⑥ 平均減歩率 ３５．７０％

⑦ 事業期間 平成１０年度から平成２１年度

⑧ 計画人口 ５９００人

オ 被告は，平成１１年２月２６日，埼玉県知事から，設立の認可を受けた

（乙１ 。）

カ 平成１４年６月２８日，被告第１１回総代会において，換地規程（本件

換地規程，乙２）及び土地評価基準（本件評価基準，乙３）が議決され，

同日施行された。

なお，本件評価基準１９条（指数の修正）には以下の定めがある。

「 画地又は画地の部分が次の各号のいずれかに該当するときは，その画

地又は画地の部分の指数について，次の各号に定める修正を行うものと

する。

( ) 従前の現況地目が宅地のもの又は登記簿地目が宅地のもの（整理7

前 のみ採用） 宅地修正係数（１．０５～１．２５）を乗ずる。

( ) 近傍の宅地と指数のうえで不均衡のあるもの9

計算された画地の平方メートル当たり指数が近傍画地の平方メート

ル当たり指数と比較して不均衡と認められた場合は，不均衡を是正す

るため，相応の修正係数を乗ずることができるものとする 」。

被告は，同年８月２９日から９月２２日にかけて，土地区画整理事業施

行区域の地権者に対し，仮換地案を供覧した。

同年１２月１８日，第１３回総代会において，仮換地指定の同意が得ら

れた。

( ) 本件仮換地指定処分3

被告は，平成１４年１２月２７日付けで，原告Ａに対し，本件従前地１の
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土地を従前地とし，６街区２画地の土地を仮換地として，仮換地指定処分を

し，原告Ｂに対し，本件従前地２の土地を従前地とし，６街区３画地の土地

を仮換地として，仮換地指定処分をした（甲１，２。これらの仮換地指定処

分を併せて「本件仮換地指定処分」といい，上記６街区２画地の土地と６街

区３画地の土地を併せて「本件仮換地」という 。。）

本件従前地と本件仮換地の位置関係は，別紙２のとおりであり，本件従前

地と本件仮換地を比較すると別紙３のとおりである。

( ) 本件訴えに至る経緯4

原告らは，それぞれ，平成１５年２月２４日付けで，埼玉県知事に対し，

本件仮換地指定処分を不服として審査請求をしたが，埼玉県知事は，平成１

７年６月２０日付けで，原告らそれぞれに対し，上記審査請求を棄却する旨

の裁決をした。

原告らは，それぞれ，同年１２月１０日，本件訴えを提起した。

３ 争点

( ) 土地評価基準の違法性（争点１）1

( ) 本件従前地が宅地として評価されるべきか否か（争点２）2

( ) 本件仮換地指定処分が照応の原則に違反するかどうか（争点３）3

４ 争点に関する当事者の主張

( ) 争点１（土地評価基準の違法性）について1

（原告らの主張）

土地区画整理法８９条１項は 「換地計画において換地を定める場合におい，

ては，換地及び従前の宅地の位置，地積，土質，水利，利用状況，環境等が照

応するように定めなければならない 」と定めている。したがって，被告は，。

従前地の評価に当たっては，位置，地積，土質，水利，利用状況，環境等を考

慮しなければならない。これを受けて，被告の本件評価基準（乙３）４条も，

「土地利用区分は，土地利用現況及び土地利用計画により行うものとする 」。
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と定めている。

ところで，本件評価基準１９条( )は，上記のとおり宅地について「従前の7

現況地目が宅地のもの又は登記簿地目が宅地のもの（整理前のみ採用 」と規）

定しているが，土地区画整理法にいう「宅地」とは 「公共施設の用に供され，

ている国又は地方公共団体の所有する土地以外の土地 をいうのであるから ２」 （

条６項 ，本件評価基準１９条( )は，その上位規定である土地区画整理法に） 7

矛盾していると言わざるを得ない しかも 本件評価基準１９条( )にいう 現。 ， 「7

況地目が宅地のもの」の意味が不明確であり，基準としての意味をなさない。

したがって，本件評価基準は土地区画整理法に反するものないし明確性を欠

くものであって，このような土地評価基準に基づいてなされた本件仮換地指定

処分は違法である。

（被告の主張）

本件土地区画整理事業は，都市計画法２１条２項により準用される同法１８

条１項が適用されるため，市街化調整区域から市街化区域に編入された対象土

地に対しては，一律に造成および地盤改良が行われ，事業後は，全ての対象土

地は，宅地と同等の利用価値を持つに至るのである。そのため，土地区画整理

法２条６項は，整理前の地目が，宅地，雑種地，田，畑などのいずれであるか

にかかわらず，公共施設の用に供されている国又は地方公共団体の所有する土

地以外の土地を宅地と規定したものである。他方，本件評価基準は，土地区画

整理法８９条の照応の原則を具体化するために定められた基準であり，同基準

１９条( )は，整理前の土地利用状況により，従前の現況地目が宅地のもの又7

は登記簿地目が宅地のものと，それ以外のものとを区別するための基準にすぎ

ない。そうであれば，土地区画整理法と本件評価基準１９条( )は，その趣旨7

に照らし，矛盾するところはない。また，土地評価基準１９条( )にある「現7

」 ， ，況地目が宅地 とは 建物の敷地として利用されている土地を示すのであって

基準として不明確なものではない。
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( ) 争点２（本件従前地が宅地として評価されるべきか否か）について2

（原告らの主張）

本件従前地には，上水道，汚水・雨水排出設備等が設けられ，電気も引

き込まれているなど，生活をするために必要な施設が整っているし，砕石が

２０センチメートル敷かれた上に厚さ１５センチメートルのコンクリート舗

装を施されており，重機の出入りする資材置場として利用されているのであ

って，土地評価基準１９条( )にいう「宅地」と評価されなければならない7

か，少なくとも，農地と同等に評価されることは不均衡であるから 「近傍，

の宅地と指数のうえで不均衡のあるもの」として，土地評価基準１９条( )9

により修正が加えられなければならない。

しかしながら，被告は，本件従前地を宅地と評価せず，また，土地評価基準

，１９条( )による修正も加えず本件仮換地指定処分に及んだものであるから9

本件仮換地指定処分は違法である。

（被告の主張）

被告は，仮換地指定を実施するに際し，従前の利用状況すなわち建物の存

否を確認し，建物の存在が確認された土地については 「現況地目が宅地」，

であると評価した。本件従前地は，本件仮換地指定処分前，建物の敷地とし

て利用されていた土地ではないし，固定資産課税台帳上にも課税対象となる

建物の存在は認められない。したがって，被告は，本件従前地を宅地と評価

することなく本件仮換地指定処分を行ったものであって，本件仮換地指定処

分は適法である。

なお，本件従前地の評価にあたり，土地評価基準１９条( )による修正を9

加えるべき理由はない。

( ) 争点３（本件仮換地指定処分が照応の原則に違反するかどうか）について3

（原告の主張）

ア 縦の照応原則違反
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(ア) 原告らにおける資材置場の必要性

原告らは，土木業を営む法人であるが，既設構築物の維持管理業務

を主たる業務とし 下水道メンテナンス協同組合員として緊急故障時等,

処理作業，緊急管理維持補修工事を担当している。主な受注先は東京

都下水道局であるが，東京都区内においてはすでに下水や道路は１０

０％完備されており，原告らの仕事の比重は維持補修作業に移行して

いる。したがって，この施設の維持に想定される補修案件に対応でき

るよう，資機材を常備しておくことが原告らにとって営業活動継続の

条件である。資材の保管にあたっては管理小屋等の設備が必要である

， 。し 資材置場内には積み卸しのための道路も確保しなくてはならない

， ， 。 ，そのため 資材置場には 一定規模以上の広さが必要となる しかし

本件仮換地は，資材置場としての利用に耐える面積がなく，原告らの

営業継続は困難である。以下詳しく述べる。

(イ) 資材置場に置かれる資材等の特徴

原告らは下水道及び舗装工事を主たる業務としていることから，資材

置場にはコンクリートや塩ビ管等の材料が常備される。工事で発生する

残土や，埋め戻しに使う砂や砕石も，暫定的にではあるが，置くことが

ある。そのほか資材置場で保管するものとしては，道路の蓋掛けに使う

覆工板や山止めに使う鋼矢板などの鋼製材料，機械類や車両（原告らが

所有する車両のみでも４０両を超えている）がある。

上記の資材は，砂，土砂についてはその性質上重層的な保管はできな

いし，マンホールの蓋は，１枚５０㎏ほどあって重層的に保管すること

には限度がある。ドラムに至っては３００㎏位あることから，重ねて保

管することは当然不可能である。そして，土が崩れてこないようにせき

止めるために使用する矢板は，鉄製，コンクリート製のものであり，こ

れらも積み重ねることはできない。
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そのため，これらの資材を保管するには，相当なスペースが必要とな

る。

(ウ) 資材置場の必要設備

まず，土砂等の飛散を防止し，かつ近隣の子供たちの遊び場となり，

事故が起こることを防止するため，敷地周囲には塀が必要である。

敷地全面の床は，重量物を置くことや車体重量を含めて２０ 超の車両t

が通行することを考え，一般道路の中級程度の強度が必要となる。その

ほか給水所や便所，シャワー室等の設備も必要であり，電気，水道，下

水，電話等の整備は不可欠である。資材にかかわる設備としては，残土

置場，廃材置場，砂・砕石の置場が必要となる。濡れてはいけない物，

セメントや電気機器を置く小屋も必要である。

原告Ａは，本件従前地を取得後の平成４年５月頃から土地の整備を開

始し，平成５年頃までに上記の設備を整えた。本件仮換地指定処分がな

された当時，本件従前地上に存在した施設及びその配置は別紙４のとお

りである。

(エ) 資材置場として利用する場合の車路等の配置

上記のとおり原告両社の資材置場に置く資機材は，すべて重量物でか

つ不定形のものがほとんどである。そのため，倉庫を作り，パッケージ

し，整然と管理できるものでない。そこで，本件従前地のように，中央

に大型車両の車路をとり，左右に資材を置く方法か，もしくは，周回路

状に車路をとり，車路の左右に資材を置く方法をとらざるを得ない。車

路の幅員は，大型車両，重機が通行し，積み卸しをすることから最低８

メートルは必要である。このように車路を設けるためには，地形は長方

形でなくてはならない。

(オ) 資材置場としての必要面積

以上のような資材の保管の必要性や必要設備を考慮すれば，資材を１
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カ所で集中管理するならば，面積は最小２０００平方メートルは必要と

なる。原状では足立区に所在する資材置場（Ｄ資材置場，１５２２平方

メートル）と分散配置をしているので，最小でも全体で３０００平方メ

ートル，すなわち仮換地後の地積としては１５００平方メートル程度は

必要である。原告らは，現在はＤ資材置場を主として利用しているが，

この土地は，東京都下水道局Ｄ処理場の敷地の未利用部分を下水道メン

テナンス協同組合が使用許可を受け，その一部の使用許可を原告らが得

ているものにすぎず，いつまで利用が認められるのかは明らかでない。

また，近時，下水道及び舗装工事が多くなりつつある。したがって，今

後本件仮換地の資材置場としての必要性は高くなる。

(カ) 資材置場としての利用継続の困難性

本件仮換地の面積は，７７７平方メートルである。しかし，上記のと

おり幅員８メートルの車路を確保すると，道路を東西に設置した場合に

は約２００平方メートル，南北に設置した場合では約２６０平方メート

ルが車路となり，実際に資材置場として使えるのは本件仮換地の約３分

の２の面積にすぎず，資材を置く面積としては狭すぎる。

しかも，上記の数字はあくまで計算上のものであり，実際，本件仮換

地に車路を設けることは困難である。なぜなら本件仮換地は，縦約２５

メートル横３３メートルの正方形に近い形状であって，隅切りのため北

東部は扇形であり，地形が悪いうえ，同隅切り部分は交差点にあたり，

交差点内に恒久的な進入口を設けることは不可能である。他方，本件仮

換地は地積が狭小であることから周回路を取ることができない。そうす

， ， ，ると 中央に車路を設け 左右に資材を置く方法を取らざるを得ないが

上記地形のため，実際には進入路を仮換地の中央部分に設置することが

できないから，中央に車路を設け，左右に資材を置く方法を採ることも

不可能である。
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結局，面積及び車路設置の関係から，本件仮換地の残地部分では資材

置場としては効用は果たせないのである。

したがって，本件仮換地指定は 「縦の照応」に反するものである。，

イ 横の照応原則（公平原則）違反

本件従前地１の土地７８０．８０平方メートル（登記地積７８０．０

０）は仮換地先として４３０平方メートルの土地（６街区２画地）が指

定され，本件従前地２の土地６２８．９９（登記地積６２８．００）は

仮換地先として３４７平方メートルの土地（６街区３画地）が指定され

た。本件仮換地指定処分において，減歩率は，本件従前地１について４

４．９％，本件従前地２について４４．７％であるところ，他にこのよ

うな高率で減歩された土地はない。特に街区内の他の雑種地の減歩率に

ついては，６％や１９．９％程度である。

したがって，本件仮換地指定は 「横の照応」にも反するものである。，

（被告の主張）

ア 土地評価の方法などについて

本件仮換地指定処分は，その基本となる本件換地規程に基づき，換地

設計の基準の定めるところに従ってなされた。換地設計における画地の

計算は，比例評価式換地計算法により，画地の評価は，原則として路線

価式評価方法によるものとされた。すなわち，本件評価基準により，事

業地域内の道路に即してそれぞれ路線価を定め，この路線価に基づいて

それぞれの土地の平方メートルあたり指数，従前の宅地及び換地の総指

数あるいは評定指数を算出し，従前の宅地の評定指数と換地のそれとを

照応させる方法で行われた。

本件換地規程及び本件評価基準は，土地区画整理法１４条２項及び同

法１５条により定められた定款の７５条及び同８０条に基づき，平成１

４年６月２８日の第１１回総代会において議決され，同月２８日から施
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行されたものである。上記の評価方法により計算したところ，原告らの

従前地の接する道路の路線価は別紙５のとおり，仮換地の接する道路の

。 ， ，路線価は別紙６及び７のとおりとなった そして 別紙８に示すとおり

本件従前地１の評定指数は６３万１６６７となったのに対し，仮換地の

評定指数は６３万２５５６となったこと，本件従前地２は，評定指数が

５０万５７０８となったのに対し，仮換地は，評定指数は５０万６４０

。 ， ，９となった これらの評価に当たり 被告が恣意的に土地評価をしたり

仮換地を指定をしたものではない。

イ 縦の照応原則違反について

(ア) 原告らが本件土地を購入した際の三郷インターチェンジ周辺地区

整備構想の進捗状況について

本件従前地は，もともと三郷インターチェンジ周辺地区整備構想に

おいて，Ｄ地区として，整備構想の対象土地とされていた。昭和５４

年から昭和６１年にかけて，地権者に対し，３回のアンケート調査を

行っており，原告Ａ自身はともかく，その前の所有者は本件従前地が

整備構想の対象となっていることを了解していた。また，昭和６０年

に常磐自動車道路と首都高速足立三郷線が市中央部の三郷インターチ

ェンジで結ばれ，これと交わる東京外郭環状道路の側道部（国道２９

８号）が一部開通していた状況であるから，本件従前地の周辺土地の

整備が行われることは，容易に予想ができる状況であった。

したがって，原告Ａも，従前の地権者などから，本件従前地が三郷イ

ンターチェンジ周辺の土地利用計画に関わりのある土地であることに

ついては知らされていたはずであり，十分認識していたものである。

そして，本件従前地は，平成元年５月，Ｄ地区から整備構想の対象と

されているＡ地区へと変更され，平成元年５月２２日頃には，原告Ａ

に対して，地区変更に関する連絡が入っている。したがって，原告Ａ
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は，平成４年５月頃から，本件従前地の整備を開始したというが，そ

の時点では，上記の地区変更の連絡が入っていたのであるから，本件

従前地において，土地区画整理事業が行われることを前提として整備

を開始したことになる。

(イ) 原告らの現在の営業状況について

， ，原告らは現在 主にＤ資材置場を利用して営業を続けているところ

同土地は東京都下水道局Ｄ処理場の敷地の未利用部分の使用許可を受

， ，けているものであり いつまで利用できるかわからないと主張するが

同土地の使用ができなくなるといった具体的な事情が生じているわけ

ではなく，その主張はあくまでも抽象的な一般論にすぎない。

(ウ) 資材置場としての利用の困難性について

原告らが本件従前地において保管する資材の中には，塩ビ類やパレ

ットのような重量物とはいえないものも含まれるし，いくつかのコン

クリート製品については，積み重ねて保管している様子もあり，倉庫

を作り，整然と保管することにより，有効に土地を利用することも可

能である。また，管理施設，事務所，便所，休憩所などは，本件仮換

地を立体的に利用することで，そのような設備を上の階に持っていく

。 ， ， （ ）ことも可能である 原告らは 資材置場として 大型車両 １０ 車t

が出入りすることができることが必要で，全面取り付け道路幅が８メ

ートル以上であることが条件となると主張するが，原告らの保有する

車両の大半が２ｔ車ないし４ｔ車であること，Ｄ資材置場における道

路幅は，周辺道路の半分程度の幅しかないことからすると，これらが

必要な条件であるかは疑問である。

(エ) 代替地の提案について

被告は，これまでに２回，原告らの要望に応えるべく，代替地の提案

を行っている。一度目は，埼玉県三郷市Ｅａ丁目ｂ－ｃ，同ｂ－ｄ，同
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ｂ－ｅの合計１２５６平方メートルの土地を代替地として申し入れを

し，また，二度目は，埼玉県三郷市Ｆｆ丁目ｇ所在の１４２２平方メー

トルの土地を代替地として提案した。

一度目の提案にかかる土地は，本件仮換地に近く，形状も長方形であ

り，資材置場として十分に活用できる土地である。原告Ａが，本件従前

地を取得する前は，足立区Ｑで３６０坪を借りて営業を行っていたこと

（ ，からすれば面積の面でも十分な広さのある土地というべきである なお

この場合，整備に関する移転費用は土地区画整理法７８条の規定に従っ

て補償される 。また，２回目の提案にかかる土地は，本件仮換地に近）

く，形状が三角形であるとはいえ，本件従前地と同等の面積であり，資

材置場として十分活用できる土地である。しかしながら，原告らは，い

ずれの提案も，面積不足，形状の問題などを理由に拒否しており，原告

らが本件仮換地が資材置場として適さないと考えているかは疑問であ

る。

(オ) 小括

本件仮換地の地積，形状などからすれば，資材置場として利用ができ

なくなるということはなく，代替地の提案に対する原告らの対応から考

えても，営業を継続するために，本件仮換地周辺に資材置場として利用

。 ，可能な土地の取得の必要性に迫られている様子は窺われない 原告らは

現在，Ｄ資材置場を利用して営業を続けており，本件仮換地指定による

原告らの不利益は，現時点においては何ら認められない。

以上によれば，原告らの営業の継続が困難となるような事情は認めら

れず，本件仮換地指定処分が，縦の照応を欠くとはいえない。

イ 横の照応原則違反

， ， ， ， ，Ｇ線 Ｈ線 Ｉ線 Ｊ線 Ｋ線などの大通りに面した土地の減歩率は

原告らの土地と同様に高い減歩率となっている。
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この中で低い減歩率となっている土地もあるが，これは従前地が宅地評

価であって，土地の評価もよいことや，小宅地であるため減歩がなく，あ

るいは減歩緩和措置のため，それぞれ低い減歩率となっているのである。

また，原告らの土地が面しているＧ線沿いの他の換地についてみると，

原告らの土地に比べ，減歩率は低くなっているが，角地であっても片側の

道路幅員が狭いことや従前地の土地評価が原告らの従前地評価に比べ高い

こと，接する道路幅員が狭いことなどが理由となって，原告らに比べ低い

減歩率となっているにすぎない。

原告らは，従前地目が雑種地である土地は，減歩率が特に低いと主張す

るが，原告らが指摘する仮換地先が６％の減歩率の土地については，現況

宅地の扱いであり，従前地の土地の評価（１平方メートルあたりの指数は

９８５）が原告らの従前地評価に比べ高く，建物を現存させるため低減歩

となっており，減歩不足分については清算金によることになる。したがっ

て，減歩率が６％となっているからといって，その者が特別有利な取扱い

を受けているわけではない。また，仮換地先が１９．９％の減歩率の土地

については，同様に，現況宅地の取扱いであり，従前地の土地評価（１平

） ，方メートルあたりの指数は９８８ が原告らの従前地評価に比べ高いため

低い減歩率となっている。

以上のとおり，原告らの土地について不当に減歩率が高く設定されて

いるわけではなく，横の照応の原則に反する違法性も認められない。

第３ 当裁判所の判断

１ 争点１（土地評価基準の違法性）について

土地区画整理法２条６項は 「宅地」の意義につき 「公共施設の用に供され， ，

ている国又は地方公共団体の所有する土地以外の土地をいう 」と定める。土。

地区画整理法の目的は土地区画整理事業に関し，その施行者，施行方法，費用

の負担等必要な事項を規定することにより，健全な市街地の造成を図り，もっ
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て公共の福祉の増進に資することにあるところ（土地区画整理法１条 ，区画）

整理事業の対象となる土地は，自己が所有権もしくは借地権を有するか，所有

権者もしくは借地権者の同意を得た宅地及び一定の区域の宅地以外の土地であ

り（同法３条 ，区画整理事業の「施行者は，施行地区内の宅地について換地）

処分を行うため，換地計画を定めなければならない 」と規定されていること。

（同法８６条）からすれば，上記「宅地」の定義規定は区画整理の対象とでき

る土地を画するために定められたものということができる。

一方，本件評価基準は土地評価の実施の方法について必要な事項を定め，土

地評価の適正と均衡を図ることを目的とするものであり，同基準１９条は，画

地の個別的特性に応じた評価の修正につき定めた規定である。したがって，画

地の個別的な特性として，いわゆる「宅地」であるか否かはその評価において

考慮されるべき事項というべきであって，その意味において本件評価基準１９

条( )が「宅地」という概念を使用しているといえる。7

そうであれば，本件評価基準において使用されている「宅地」の意義は，土

地区画整理法にいう「宅地」と一致しないものといえるが，これはそれぞれの

規定の目的によってその趣旨は明らかになっており，その概念に混同を生じさ

せるものでもないから，その不一致をもって直ちに本件評価基準が違法と評価

することはできない。

次に，本件評価基準１９条( )は「従前の現況地目が宅地のもの又は登記簿7

地目が宅地のもの」について評価を修正する旨規定しているが，これは，個別

土地の性質に応じた適正な評価をする必要があること，同規定において「現況

地目 「登記簿地目」との文言が使用されていることからすれば，ここでい」，

う「宅地」とは，不動産登記法上の「宅地」と同趣旨，すなわち「建物の敷地

及びその維持若しくは効用を果たすために必要な土地 （不動産登記事務取扱」

手続準則６８条３号）を指しているといえる。そうであれば，本件評価基準１

９条( )の定める「宅地」が基準として不明確ということもできない。7
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以上によれば，本件評価基準は適法である。

２ 争点２（本件従前地が宅地として評価されるべきか否か）について

上記のとおり，土地評価基準１９条( )により，土地評価に修正が加えられ7

るべき土地は，登記簿上の地目が宅地とされているものか，又は現在建物の敷

地となっているもの及び建物の維持もしくは効用を果たすために必要とされて

いるものに限られる。

これを本件についてみると，証拠（乙３７，乙３８）によれば，本件従前地

「 」 。 ，の登記簿上の地目はいずれも 雑種地 とされていることが認められる また

証拠（甲２０の１，２２，２３，原告Ａ代表者）によれば，本件従前地のほと

んどの部分は，原告Ａが使用し始めた平成４年当時から資材置場として使用さ

れ，今後も同様の使用を予定していることからすると，本件従前地をもって本

件評価基準１９条( )にいう「宅地」と評価することは到底できない。なお，7

上記争いのない事実等記載の事実及び証拠（甲１９，２０の１，２１，２２，

原告Ａ代表者）によれば，原告Ａが，平成４，５年ころ本件従前地について，

水道の配管工事，照明灯設備工事，ガスの配管工事，プレハブ管理後やの設置

工事及びプレハブ管理小屋の電気，空調，電話設備工事等を行い，現在，本件

従前地には，別紙４記載のとおり，鋼製ゲートや鋼板による塀が設置され，管

理小屋や資材小屋が設けられているほか，各種資材が置かれていること，上水

道，汚水・雨水排出設備等が設けられ，電気も引き込まれていること，砕石が

２０センチメートル敷かれた上に厚さ１５センチメートルのコンクリート舗装

を施されていることが認められるが，他方，本件従前地のほとんどの部分は，

資材置場として使用されており，管理小屋についてもプレハブ式にすぎず，ま

た資材小屋も含めその敷地部分も本件従前地の面積に比較するとほんのわずか

であること（甲１１の１ないし３，甲２０の１ ，敷地にコンクリートが敷設）

されていたとしても，これは重量物の運搬や保管のためであって（甲１９ ，）

建物建築のための基礎とは異なること，また上下水道等の設置についても，本



- 17 -

件従前地の使用目的が資材置場であることからすると，これらの施設が生活の

ためであるというよりも資材の保管や管理等を主たる目的としているものと評

価できること，これらの事情をも併せ考慮すると，本件従前地の上記のような

設備があったことをもって本件評価基準にいう「宅地」と評価することはでき

ない。

次に，原告は，本件従前地については，上記のとおり上水道等の設備のある

ことから宅地に準じた評価をすべきであり，本件評価基準１９条( )の規定を9

適用すべきである旨主張するので，この点について検討する。本件評価基準１

９条( )は，画地の平方メートル当たり指数が近傍画地の平方メートル当たり9

指数と比較して不均衡と認められた場合に，不均衡を是正するため，土地区画

整理組合の裁量による修正を認めたものであるところ，修正を加えないことが

同規定に反し違法と評価されるのは，街路条件等が類似した近傍の宅地との評

価が著しく異なり，修正評価をしないことが不合理である場合であると解され

る。

これを本件についてみると，証拠（乙２４）によれば，原告らの土地の所在

する埼玉県三郷市Ｌｈ丁目の画地の一平方メートル当たり指数（指数の数値が

合理的なものと判断できることは後記３のとおりである ）は，７５１から１。

１１０に及ぶことが認められる。このうち本件従前地が接する北側幅員６．０

メートルの道路に接する土地の一平方メートル当たり指数についてみると，そ

れぞれ地目が田である同Ｌｈ丁目ｉの土地は８２１，同Ｌｈ丁目ｊの土地は８

２１，地目が雑種地である同Ｌｈ丁目ｋ－ｌ，ｍ－ｎの土地は８２１，現況宅

地と認定された同Ｌｈ丁目ｏ－ｐ，ｏ－ｑの土地は９８５であることが認めら

れる（乙１６，乙２３，乙２４ 。本件従前地１の一平方メートル当たり指数）

は８０９，本件従前地２のそれは８０４であり，上記各土地の指数に比較して

若干低いものの，個々の土地につき間口・奥行等の違いがあることを考慮すれ

ば，本件従前地の指数が近傍画地と比べて著しく異なり，これを修正評価しな
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いことが不合理であるとまでは認められない。

したがって，本件従前地を宅地として評価しないこと及び宅地に準じて修正

評価しないことが土地評価基準に反して違法であるということはできないか

ら，この点に関する原告らの主張は理由がなく，本件仮換地指定処分は適法で

ある。

３ 争点３（照応の原則違反）について

( ) 換地設計基準などについて1

被告においては，土地区画整理法１４条１項及び同法１５条に基づき，

定款が定められ，同定款７５条及び同８０条に基づき，平成１４年６月２

８日の第１１回総代会において，本件換地規程及び本件評価基準が議決さ

れた。本件換地規程によれば，換地設計は，被告設立認可の公告のあった

日 平成１１年２月２６日 現在における施行地区内の宅地を対象とし 本（ ） （

件換地規程第４条 ，換地設計における画地の計算は，比例評価式換地計）

算法によるものとし（同規程６条 ，画地の評価は，原則として路線価式）

評価方法によるものとしている（土地評価基準第３条 。従前の宅地及び）

換地は，画地ごとに平方メートル当たり指数及び総指数を算出するものと

され，１筆の評価指数は，１筆内の各画地の総指数の合計をもって算定す

る（同９条 。画地の平方メートル当たり指数及び総指数は，画地を普通）

地，角地等に分類して算定する（同１０条 。また，画地又は画地の部分）

が，水路を隔てて道路に接する画地である場合などに応じて，指数の修正

が定められている（同１９条 。）

( ) 土地評価の仕組みについて2

ア 土地の評価は，土地評価基準により，事業地域内の道路に即してそれぞ

れ路線価を定め，この路線価に基づいてそれぞれの土地の平方メートル当

たり指数，従前の宅地及び換地の総指数あるいは評定指数を算出し，従前

の宅地の評定指数と換地のそれとを照応させる方法で行われた。
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イ 街路の評価について

路線価は，路線に標準画地が接していると想定した場合における標準画

地の平方メートル当たり価格をいう（この路線価を標準として，土地の形

状，奥行きの大小その他の条件により各画地の評価を算出する 。路線。）

価の算定は，本件評価基準７条に基づいて，下記の式によって算出した。

路線価＝街路係数＋接近係数＋宅地係数

ウ 街路係数

街路係数は，街路の系統，連続性，幅員，構造，勾配，曲線及び街路修

景等による利用価値を表す係数で，下記の式によって算出する。

街路係数＝ｔ・Ｆ（ｗ）＋ΣＸ

ここに は，街路の系統，連続性等，街路の性質を表す係数で，本件でt

， ． ， ． ， ．は ｔの値として幹線には１ ５ 区画幹線には１ １ 区画街路には１

０，歩行者専用道路には０．８等の値がつけられた。

Ｆ（ｗ）は，ｔの値を幅員Ｗに応じて修正する係数で，Ｆ（ｗ）＝Ｗ÷

（Ｗ＋１）として計算される。

， ， ， ，Ｘは 街路の整備水準 歩車道の区別の有無などを表す係数で ΣＸは

それぞれの値を加算して算出する。本件では，Ｘ値として，舗装及び歩道

にそれぞれ０．０５の値が付けられた。

エ 接近係数

接近係数は，宅地が交通，文化，厚生及び慰楽等の諸施設との相対的距

， 。離関係による受益又は受損価値を表す係数で 下記の式によって算出する

ｎ ｎ接近係数＝Σｍ・Ｆ（ｓ） （ｓ）＝Σｍ｛ Ｓ－ｓ）÷（Ｓ－Ｒ ｝F （ ）

ここにｍは対象施設の影響力の強さを表す係数で，Ｓは施設影響距離限

度を，ｓは対象施設よりその路線の占める位置までの距離を，ｎは影響力

の逓減率を，Ｒは定位距離（５０メートル）を表す。

本件では，整理後に影響距離限度内にある対象施設はＭ駅，Ｎ駅，Ｏ中



- 20 -

学校，近隣公園，街区公園であるところ，本件仮換地指定に関する対象施

設は，Ｍ駅と街区公園のみである。整理前においては影響距離限度内にあ

る対象施設はＭ駅のみであった。

オ 宅地係数

宅地係数は，宅地自身のもつ利用状況，文化性，保安性，自然環境等に

よる価値を表す係数で，下記の式によって算出する。

宅地係数＝ ・Ｆ（Ｐ・Ｑ）＋ΣＹu

ここに ・Ｆ（Ｐ・Ｑ）は，土地利用や公共施設の整備水準などによりu

面的に形成される宅地の利用価値・効用を表す。 は，地域的条件，土地u

利用の用途，ロット割による建築密度商業ポテンシャル及び市街地形成熟

u度との関係で定まる宅地の一般利用性の基本的等級で Ｆ Ｐ・Ｑ は， （ ） ，

値を公共施設の整備状況による宅地の利用有効性，防火性，安全性により

修正する係数で，下記の式により表す。

Ｆ（Ｐ・Ｑ）＝１＋（Ｐ／Ｐ ）×（Ｑ／Ｑ ）０ ０

（ ） ， （ ）ここにＰ は基準公共用地率 ％ を Ｐは対象地域の公共用地率 ％０

， （ ）， （ ）を Ｑ は基準道路長密度 ／ Ｑは対象地域の道路長密度 ｍ／０ m ha ha

を表す。

また，ΣＹは，供給処理の整備状況等，宅地利用に直接的に影響する物

理的条件によって付加された価値・効用を表す係数である。本件では，Ｙ

値として，上下水道整備につき０．３，ガス整備につき０．１の値が定め

られている。

カ 路線価指数

整理前路線価は，整理前路線価が最大値である路線番号１及び２の路線

価２．９７６を路線価指数１，０００として換算して表示したもので，そ

． （ ．れぞれの路線ごとに計算された路線価に１０００÷２ ９７６ ＝３３６

０２１）を乗じて求めた値を路線価指数として表したものである。
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また，整理後路線価は，整理後のそれぞれの路線ごとに計算された路線

価に１０００÷２．９７６（＝３３６．０２１）を乗じて求めた値を路線

価指数として表した。

キ 本件従前地が接する街路の路線価（乙８，乙１２）

(ア) 整理前

原告両名が接する街路は路線番号１２４で，別紙５「路線価」のとお

り，街路係数は０．９０７，接近係数は０．０００，宅地係数は１．７

４８であるので，路線価は２．６５５となり，路線価指数は８９２（実

際には，１の位の数値を０か５に端数処理しているので，８９０として

計算している）である。

(イ) 整理後

整理後に原告両名の換地と接することになる街路は路線番号２で，別

紙６「路線価」のとおり，街路係数は，１．５４３，接近係数は０．０

５０，宅地係数は２．７８２であるので，路線価は４．３７５となり，

路線価指数は１４７０となる。

また，原告Ａの換地と接することになる街路である路線番号７２の街

路係数は，別紙７「路線価」のとおり１．０７８，接近係数は０．０２

８，宅地係数は２．７８２であるので，路線価は３．８８８となり，路

線価指数は１３０６（上記と同様に端数処理し，実際は１３０５として

計算している ）である。。

ク 本件従前地と本件仮換地の評価計算

証拠（乙４，乙６）によれば，上記の路線価をもとにし，従前の土地及

び換地の形状，奥行きの大小などの条件により整理前後の各画地の評価を

算出したところ，別紙８「画地の指数」に示すとおり，本件従前地１は，

評定指数が６３万１６６７となったのに対し，仮換地は，評定指数６３万

２５５６となったこと，本件従前地２は，評定指数が５０万５７０８とな
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ったのに対し，仮換地は，評定指数は５０万６４０９となったことがそれ

ぞれ認められる。

以上の従前地と仮換地の評価計算において，これを不合理であると認め

るに足りる事情は存在せず，同評価計算を前提とした本件仮換地指定処分

は適法である。

( ) 照応の原則について3

土地区画整理事業に伴う換地計画における換地指定の基準については，

「換地計画において換地を定める場合においては，換地及び従前の宅地の

位置，地積，土質，水利，利用状況，環境等が照応するように定めなけれ

ばならない （土地区画整理法８９条１項）とする，いわゆる照応の原。」

則が定められており，仮換地を指定する場合にも同項所定の基準を考慮し

て定めなければならない（土地区画整理法９８条２項 。そして，この原）

則は，従前地と仮換地との対物的な照応（いわゆる縦の照応）のほか，権

利者相互の対人的な照応（公平の原則，いわゆる横の照応の原則）をも意

味すると解される。

， ，土地区画整理事業は 施行者が一定の限られた施行地区内の宅地につき

多数の権利者の利益状況を勘案しつつそれぞれの土地を配置していくもの

であり，また，仮換地の方法は多数あり得るから，具体的な仮換地指定処

分を行うに当たっては，土地区画整理法８９条１項所定の基準の枠内にお

いて，施行者の合目的的な見地からする裁量的判断に委ねざるをえない面

があることは否定し難いところである。そうすると，仮換地指定処分は，

指定された仮換地が，土地区画整理事業開始時における従前の宅地の状況

と比較して，前記した法８９条１項所定の照応の各要素を総合的に勘案し

てもなお，社会通念上不照応であるといわざるを得ない場合においては，

裁量的判断を誤った違法のものと判断すべきである。

( ) いわゆる縦の照応について4
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ア 本件仮換地の位置，形状等について

本件従前地と本件仮換地との位置関係及び両土地の比較は，別紙２及び

３のとおりであることは，第２，２，( )記載のとおりである。そこで各土3

地について検討する。

(ア) ６街区の２の土地について

上記土地の減歩率は４４．９３％と平均値である３５．７％より高い

（乙１６ 。しかし上記土地は本件従前地１とほぼ同位置にあるうえ，）

形状や接道状況をみると，別紙３のとおり，本件従前地１は，北側で幅

員６．０メートルの道路に間口１４．１メートルで接し，奥行が５６．

１ないし約６０．９メートルの細長い台形の土地であったものが，上記

土地では，北側で幅員１６．０メートルの区画道路に間口１６．８メー

トル，東側で幅員２５．０メートルの都市計画道路に間口約１４．３メ

ートルで接し，北東側に約７．２メートルの隅切りがあるほぼ台形状の

角地となり，上記土地は本件従前地１に比較して地形，接道条件に関し

ては優れているといえる。

(イ) ６街区の３の土地について

上記土地の減歩率は４４．８３％であり，平均値である３５．７％よ

り高い。しかし，上記土地は本件従前地２とほぼ同位置にあるうえ，形

状や接道状況をみると，別紙３のとおり，本件従前地２は，北西側で幅

員約６．０メートルの市道に間口約１０．５メートルで接する奥行約６

０．９メートルないし約６４．３メートルの細長い台形の土地であった

， ．ものが 上記土地は東側で幅員２５メートルの都市計画道路に間口１４

３メートルで接する奥行約２４．７メートルの長方形の土地となり，上

記土地は本件従前地２に比較して地形，接道条件に関しては優れている

といえる。

(ウ) 上記( )ク記載のとおり，本件従前地１と仮換地である６街区２の土2
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地は，路線価方式に基づく画地評価指数は，本件従前地１のそれが６３

万１６６７点であるのに対し，仮換地である６街区の２の土地のそれは

６３万２５５６点であって均衡していること，また，本件従前地２のそ

れは５０万５７０８点であるのに対して，仮換地である６街区の３の土

地のそれは５０万６４０９点で均衡していること，本件従前地の減歩率

が平均減歩率より高いものの，本件仮換地指定処分にかかる仮換地は，

本件従前地と重なる位置にあるうえ，本件従前地の地形及び接道条件１

はかなり良好であることからすると，その評価において，照応の原則に

反しているということはできない。

イ 本件仮換地の利用状況について

(ア) 原告らは，土木工事，主に道路，水道，下水道等の維持管理を業と

する会社であり（甲１９，原告Ａ代表者 ，本件従前地において，上記）

第３，２認定のとおり，プレハブ管理小屋，便所，資材小屋を建築する

とともに，本件従前地上に，枡，マンホールの蓋，塩ビ管などの下水道

工事に必要な資機材，工事で発生する残土，埋め戻しに使う砂や砕石，

道路の蓋掛けに使う覆工板や山留め材，機械類及び車両を保管していた

こと，原告らは，仮換地がなされた場合にも同様の使用を考えているこ

と（甲１９，原告代表者）が認められる。ところで，本件仮換地指定処

分による仮換地の土地は，本件従前地の面積の約半分になるところ，仮

換地にかかる土地について重層的な保管等の工夫やＤ資材置場を利用す

ることによって，原告らの営業は十分可能というべきであるから，その

利用状況に照らしても，照応の原則に反しているとまではいえない。

この点，原告らは，本件処分のとおり換地されるとすると，資材置場

が約２分の１に減歩されてしまい，原告Ａの営業が継続できないと主張

する。確かに，本件仮換地指定の結果，本件従前地の約半分が使用でき

ないことが認められ，そうであれば，従前まで使用してきた管理小屋や
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資材小屋，屋根付き資材置場の一部は原位置から移動せざるを得なくな

， 。り 平積みした資材の保管可能な量もかなり減少するものと推認される

しかし，管理小屋は移転可能ないわゆるプレハブ小屋であり，管理小

屋や資材小屋については重層的な建物とし，敷地面積を少なくすること

も考えられ，資材についても棚等を利用して立体的に保管することによ

り，保管容量の減少は相当抑えられるものと解される。

なお，原告らは，本件従前地上で保管している資材は重量があり，不

定形なものであるから，重層的な保管は不可能であると主張するが，本

件従前地において棚を利用したり，重ねて保管している資材も一部みら

れ（甲２２ ，本件従前地と共に資材置場として利用されているＤ資材）

置場では 積み重ねて保管しているコンクリート資材があることから 甲， （

２３ ，少なくともその一部については重層的な保管を行い，敷地利用）

の効率化を図ることが可能であるというべきである。また，原告らは，

資材置場としては集中保管の場合，最低２０００平方メートル，分散保

管の場合最低３０００平方メートルの土地が必要であり，Ｄ資材置場が

約１５００平方メートルであることからすれば，本件仮換地指定処分に

よって換地されるべき土地についても１５００平方メートル程度は必要

であり，本件仮換地指定処分による土地では到底足りないと主張すると

ころ，原告Ａ代表者の供述によれば，原告Ａは，本件従前地の取得前は

３６０坪（約１１９０平方メートル）の土地を資材置場として利用して

いたこと，平成４年ころから平成１５年までは本件従前地のみを利用し

てきたこと，本件従前地の資材置場はＤ資材置場に置ききれない資材等

や直近に必要としない資材などを保管していることが認められ，そうで

あれば本件従前地はむしろＤ資材置場の補完的な資材置場と認められ，

このことに仮換地の代替地として被告から１度目はＥａ丁目ｂ－ｃない

しｅの合計１２５６平方メートルの長方形の土地，２度目はＦｆ丁目ｇ
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の１４２２平方メートルの土地の申し入れがあったにもかかわらず，原

（ ） ，告らはいずれの申し入れも断っていること 乙３６ を併せ考慮すると

資材置場と利用するためには，原告ら主張にかかる面積が必要であると

の原告らの主張は容易に採用しがたい。

さらに，原告らは，本件仮換地指定処分にかかる土地では幅員８メー

トルの車路を土地中央にとることが不可能であり，資材置場としての使

用継続が困難であるとも主張するが，北東の約７メートル隅切り部分に

車路をとることは困難であるとしても，これを避けて本件仮換地の北な

。 ，いし東に中央を通る車路をとることが不可能であるともいえない また

原告らは重量物の積み卸しに使用するユニック車の可動距離が車路から

８メートルであることをもって，本件仮換地の中央に車路がとれなけれ

ば無駄なスペースができ，ますます資材置場として利用可能な敷地が減

ることを懸念しているようであるが，仮に本件仮換地の中央に車路がと

， ，れず 車路の片側の敷地にユニック車の届かない部分ができたとしても

そのスペースは運搬可能な軽量物の保管場所に活用することが考えら

れ，車路の位置によって直ちに資材置場としての容量が減少し，使用に

耐えなくなるとも解されない。

そうすると，本件仮換地指定処分の結果，原告らのこれまでの営業の

継続は可能というべく，原告らの主張は採用できない。

( ) いわゆる「横の照応」について5

ア 土地区画整理法８９条１項が縦の照応とともに横の照応を定めるもので

あることは前述のとおりである。

イ これを本件についてみるに，証拠（乙１６）によれば三郷インターＡ地

区における減歩率は０％から５２％台まで広範囲に及ぶ。そして，こうし

た減歩率の差が生ずるのは，結局従前の土地と換地との評価差によるもの

であり，評価は前記のとおり路線価方式に基づき，画地ごとに土地評価基
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準に従ってなされるから，結局換地後の画地がいかなる路線価の道路に接

するかが最も減歩率に影響を及ぼすと言いうる。そして，原告らの場合，

原告ら両名の仮換地は東側２５メートル道路に接するところ，この道路は

路線価に最も影響のある街路係数が１．５４３であり，高い。また，６街

区２の画地は，二方道路に接する角地となっていることから画地としての

評価指数が高い。これらの結果，本件従前地と本件仮換地を対比すると，

インターＡ地区内宅地の平均減歩率３５．７％よりもかなり高い減歩率４

４．９３％となったことが認められる。実際に，本件従前地が接するＧ線

（幅員２５メートル ，Ｈ線（幅員２９メートル ，Ｉ線（幅員２９メー） ）

トル）及びＰ線（幅員２７メートル）など幅員が広く街路係数の高い路線

沿いの土地の減歩率についてみると減歩率４０％台の土地が多数を占めて

いることが認められる（乙２６ 。）

そうすると，原告の従前地の減歩率がインターＡ地区の平均より高いこ

とから直ちに横の照応に反するということはできない。

ウ なお，従前地が雑種地である減歩率６％の土地（埼玉県三郷市Ｌｈ丁目

ｒのｓの土地）については，照応の原則から一般に従前地の評価が高いほ

ど減歩率は低くなり，また換地先の土地の評価が低い場合にも減歩率は低

くなるところ，従前地の土地の１平方メートル当たり指数が９８５と本件

従前地より高い（本件従前地１のそれは８０９，本件従前地２のそれは８

０４）一方，仮換地先の画地の１平方メートル当たり指数が１２３７と本

件従前地より低いこと（本件従前地１のそれは１４７０，本件従前地２の

２のそれは１４５７ ，上記のとおり，宅地と評価される土地については）

修正評価がなされ，他の地目の土地よりも高く評価されるところ，上記土

地は現況が宅地と認定されたこと（乙２３ ，上記土地については土地上）

の建物維持の必要があり，清算金を徴収することから減歩率を低くおさえ

る措置がとられたこと（乙２４）がそれぞれ認められるから，当該土地の
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減歩率が低いことをもって，本件従前地が不利益に扱われているというこ

とはできない。

また，同じく従前地が雑種地である減歩率１９．９％の土地（Ｌｈ丁目

ｔのｕ，ｖのｗ）についても，現況が宅地と認定されたこと，従前地の土

地の１平方メートル当たり指数が本件従前地のそれよりも高い（いずれも

９８８）一方，仮換地の１平方メートル当たり指数が本件従前地のそれよ

りも低い（いずれも１２３５）ことが認められ，これらのことから，本件

従前地よりも低い減歩率になっているものと考えられ，本件従前地が不利

益に扱われているということはできない。

したがって，本件従前地の評価が不利に取り扱われているとは認められ

ず，照応の原則に反していると評価することはできない。

２ 結論

以上のとおり，本件仮換地指定処分は適法ということができる。

よって，主文のとおり判決する。

さいたま地方裁判所第４民事部

裁判長裁判官 遠 山 廣 直

裁判官 富 永 良 朗

裁判官 久 米 玲 子

（別紙図面添付省略）
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